
 彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱 

 

(趣旨) 

第 1 条 市長は、彦根市空家等対策計画に基づき、地域の活性化および居住環境の改善を図る

ため、市内にある空き家の改修等を行うことにより地域のために活用しようとする団体に対

して、予算の範囲内において彦根市空き家対策総合支援事業補助金(以下「補助金」とい

う。)を交付するものとし、その交付に関しては、彦根市補助金等交付規則(平成 19 年彦根市

規則第 15 号)に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 空き家 補助金の交付の対象となる事業を実施しようとする際に使用されておらず、か

つ、今後も居住の用に供される見込みのない住宅または従来の用途に供される見込みのな

い空き建築物をいう。 

(2) 改修等 他の用途に供されるために行う空き家の移転、増築、改築等をいう。 

(補助対象事業および補助対象空き家) 

第 3 条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、地域の活性化を

図るため、地域コミュニティの維持および再生を目的に空き家の改修等を行う事業で、次の

各号に掲げる用途のいずれかに 10 年以上活用する事業とする。 

(1) 滞在体験施設 

(2) 交流施設 

(3) 体験学習施設 

(4) 創作活動施設 

(5) 文化施設 

(6) その他市長が認める用途 

2 補助金の交付の対象となる空き家は、次の要件のいずれかを満たすものとする。 

(1) 既に耐震性が確保されている空き家であること。 

(2) 補助対象事業に係る改修等と同時に耐震性の向上を図る補強工事が実施される空き家で

あること。 

(補助対象団体) 

第 4 条 補助金の交付の対象となる団体は、市内で活動する団体で、次の各号に掲げる要件を



いずれも満たすものとする。 

(1) 補助対象事業を着実に遂行することができると市長が認める団体であること。 

(2) 営利を目的としていないこと。 

(3) 地方税の滞納その他法令違反をしていない団体であること。 

(4) 団体として規約等を有し、独立した経理を行っていること。 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号

に規定する暴力団ではないこと。 

(6) 宗教的活動、政治的活動およびこれらに類する事業を行うことを目的とした団体ではな

いこと。 

(補助対象経費) 

第 5 条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、次の各号に定め

る経費(消費税および地方消費税を除く。)とする。 

 (1) 補助対象事業を実施するために行う空き家の改修等に要する経費 

 (2) 第 3 条第 2 項第 2 号に規定する補助対象事業に係る改修等と同時に耐震性の向上を図る

補強工事に要する経費 

(補助金の額) 

第 6 条 補助金の額は、補助対象経費に 3 分の 2 を乗じて得た額(1,000 円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てた額)以内の額とする。ただし、10,000,000 円を上限とする。 

(補助金の交付申請) 

第 7 条 補助金の交付を受けようとする団体は、あらかじめ彦根市空き家対策総合支援事業補

助金交付申請書(別記様式第 1 号)に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(1) 団体概要書(別記様式第 2 号) 

(2) 構成員名簿 

(3) 定款、規約、会則等の写し 

(4) 事業計画書(別記様式第 3 号) 

(5) 事業収支予算(決算)書(別記様式第 4 号) 

(6) 補助対象空き家に係る建物の登記記録の全部事項証明書 

(7) 補助対象経費に係る工事費等見積明細書 

(8) 施工前写真 

(9) 位置図および平面図(改修前および改修後) 



(10) 誓約書(別記様式第 5 号) 

(11) その他市長が必要と認める書類 

(権利関係者の承諾) 

第 8 条 補助金の交付を受けようとする団体が空き家を借りて補助対象事業を実施しようとす

る場合は、前条の申請書に、同条各号に掲げる書類のほか、当該空き家の借用に係る契約書

の写しおよび当該空き家の所有者の承諾書(別記様式第 6 号)を添えなければならない。 

(地域への説明) 

第 9 条 補助金の交付を受けようとする団体は、用途、運営方法等空き家の活用内容につい

て、地域住民に事前に説明を行い、理解を得なければならない。 

(補助金の交付決定) 

第 10 条 市長は、第 7 条の規定による交付申請があったときは、その内容を書類、現地確認等

により審査の上、補助金の交付の可否を決定し、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付

決定通知書(別記様式第 7 号)または彦根市空き家対策総合支援事業補助金不交付決定通知書

(別記様式第 8 号)により当該申請者に通知するものとする。 

(補助金の変更等の申請) 

第 11 条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた団体(以下「補助団体」という。)は、当

該交付決定に係る事業(以下「補助事業」という。)の内容を変更し、または当該補助事業を

中止しようとするときは、あらかじめ彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付(変更・中

止)承認申請書(別記様式第 9 号)を市長に提出しなければならない。この場合において、補助

事業の内容を変更しようとするときは、変更の内容が確認できる書類を添付しなければなら

ない。 

2 市長は、前項の規定による変更または中止の申請があったときは、その内容を書類、現地確

認等により審査の上、変更または中止の可否を決定し、彦根市空き家対策総合支援事業補助

金交付(変更・中止)承認決定通知書(別記様式第 10 号)または彦根市空き家対策総合支援事業

補助金交付(変更・中止)不承認決定通知書(別記様式第 11 号)により補助団体に通知するもの

とする。 

(実績報告) 

第 12 条 補助団体は、補助事業が完了したときは、彦根市空き家対策総合支援事業補助金実績

報告書(別記様式第 12 号)に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業収支(予算)決算書 

(2) 補助対象経費に係る工事請負契約書および工事代金領収書の写し 



(3) 補助事業の実施の記録写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 

2 前項の規定による彦根市空き家対策総合支援事業補助金実績報告書は、当該補助事業の完了

の日(以下「補助事業完了日」という。)から起算して 30 日以内または補助事業完了日の属す

る年度の翌年度の 4 月 10 日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。 

(補助金の額の確定) 

第 13 条 市長は、前条の実績報告を受けたときは、その内容を書類、現地確認等により審査の

上、適当であると認めるときは、交付する補助金の額を確定し、彦根市空き家対策総合支援

事業補助金交付額確定通知書(別記様式第 13 号)により、その額を当該補助団体に通知するも

のとする。 

(補助金の請求および交付) 

第 14 条 補助団体は、前条の規定による補助金の額の確定の通知を受けたときは、速やかに彦

根市空き家対策総合支援事業補助金交付請求書(別記様式第 14 号)により、補助金の請求を行

うものとする。 

2 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは補

助金を当該補助団体に交付するものとする。 

(補助金の取消し等) 

第 15 条 市長は、補助団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り

消し、または既に交付した補助金の全部または一部の返還を命ずることができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 補助金の交付の条件に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正な行為によって補助金の交付を受けようとし、または受けたとき。 

(4) 補助金の交付決定の日の属する年度内に補助事業を完了しなかったとき、または完了す

る見込みがないとき。 

(5) 補助金の交付を受けた日から 10 年を経過する前に、改修等を実施した空き家の用途を

補助事業以外の用途に変更したとき。 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

2 前項の規定により補助金の返還を命じられた補助団体は、速やかに補助金を返還しなければ

ならない。 

(関係書類の整備および保存) 



第 16 条 補助団体は、当該補助事業における経費の収支を明らかにした書類、帳簿その他の関

係書類を備え、補助事業完了日の属する年度の末日の翌日から起算して 10 年間保存しなけれ

ばならない。 

(状況報告および広報への協力) 

第 17 条 補助団体は、当該補助事業に係る空き家の管理状況、活用状況等について、補助事業

完了日から 10 年を経た日の属する年度までの間、各年度の末日までに彦根市空き家対策総合

支援事業に係る管理活用報告書(別記様式第 15 号)を市長に提出しなければならない。 

2 補助団体は、ホームページの掲載等、市の広報において事例として紹介することについて了

承し、必要な協力を行うものとする。 

3 補助団体は、前項の規定により了承する場合において、当該補助事業に係る空き家の所有者

でないときは、事前に当該空き家の所有者の承諾を得ておくものとする。 

(その他) 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

(施行期日) 

1 この告示は、令和元年 9 月 2 日から施行する。 

(彦根市空き家再生等推進事業補助金交付要綱の廃止) 

2 彦根市空き家再生等推進事業補助金交付要綱(平成 29 年彦根市告示第 179 号)は、廃止す

る。 

(経過措置) 

3 この告示の施行の日の前に前項の規定による廃止前の彦根市空き家再生等推進事業補助金交

付要綱(以下「旧告示」という。)第 10 条の規定により補助金の交付決定を受けたものに対す

る旧告示第 15 条から第 17 条までの規定は、旧告示の廃止後も、なおその効力を有する。 

 



別 記 

様式第 1 号(第 7 条関係) 

  年  月  日  

 

 彦根市長    様 

 

                  申請者 所 在 地 

                      団 体 名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付申請書 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金の交付を受けたいので、彦根市空き家対策総合支援事

業補助金交付要綱第 7 条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

1 事業名       

2 目的および内容 

3 事業の着手年月日    年   月   日 

4 補助金交付申請額  金                  円 

5 関係書類 

(1) 団体概要書(別記様式第 2 号) 

(2) 構成員名簿 

(3) 定款、規約、会則等の写し 

(4) 事業計画書(別記様式第 3 号) 

(5) 事業収支予算(決算)書(別記様式第 4 号) 

(6) 補助対象空き家に係る建物の登記記録の全部事項証明書 

(7) 補助対象経費に係る工事費等見積明細書 

(8) 施工前写真 

(9) 位置図および平面図(改修前および改修後) 

(10) 誓約書(別記様式第 5 号) 

(11) その他市長が必要と認める書類 



様式第 2 号(第 7 条関係) 

団 体 概 要 書 

  年  月  日  

団 体 名 

フリガナ 

 

代 表 者 名 

フリガナ  

 

所  在  地 
〒   －     

 

電話/ＦＡＸ 電話                            ＦＡＸ 

連 絡 先 

氏名 

フリガナ 

 

住所 
〒   －     

 

電話/ＦＡＸ 電話                     ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ  

構 成 員 数           人 

設 立 目 的 
 

主な事業内容 

 

備考 

1 団体の規約、会則等の団体内容が分かるものを添付してください。 

2 団体の構成員の名簿を添付してください。 



様式第 3 号(第 7 条関係) 

事 業 計 画 書 

  年  月  日  

事業名 

 

 
団体名 

 

 

事業費 円 構成員数 
 

担当者氏名                      電話 

活用の用途 
滞在体験施設・交流施設・体験学習施設・創作活動施設・文化施設・ 

その他(                           ) 

活用期間 年  月  日から    年  月  日まで 

連携または 

協力団体 

の有無 

有 (団体名：                        ) 

無 

地域の理解 

地域住民への説明状況について、当てはまるものにチェックしてください。 

□既に説明済みで理解を得ている。 

 (説明時期：    年    月) 

 (説明方法：                        ) 

 

□今後説明予定である。 

 (説明時期：    年    月) 

 (説明方法：                        ) 

 

財源確保 

の方法 

活動経費の確保の方法について、当てはまるものにチェックしてください。 

□会費(町内会費等)を徴収 

□企業、地元等から寄付金、協賛金等を募る 

□事業収入(負担金を徴収) 

□その他(                          ) 

 



事業の目的 
・効果等 

1 事業の目的および必要性(事業を実施する理由、背景等) 

 

 

 

 

2 事業の公益性(不特定多数の住民の利益増進に寄与するものか) 

 

 

 

 

3 事業効果(地域コミュニティの維持および再生につながるか) 

 

 

 

 

4 事業の実効性および継続性(人員体制、自主財源の確保方法等) 

 

 

 

 

5 事業の特徴(工夫した点等) 

 

 

 

 

6 その他 

 

 

 

備考 この用紙に記載しきれない場合は、別紙に記載して提出すること。 



様式第 4 号(第 7 条、第 12 条関係) 

事業収支予算(決算)書 

 

1 収入の部                             (単位:円) 

科目 予算額 摘要 

   

   

   

計   

 

2 支出の部                             (単位：円) 

科目 予算額 摘要 

   

   

   

計   

 

 (注) 収支の計は、それぞれ一致すること。 

 



様式第 5 号(第 7 条関係) 

誓 約 書 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金の申請に当たり、次のことを誓約します。 

  

1 対象となる建築物が、交付申請日に現に居住者または利用者がいない空き家であること。 

2 地方税の滞納その他法令違反をしていないこと。 

3 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号に規定

する暴力団でないこと。 

4 宗教的活動や政治的活動およびこれらに類する事業を行うことを目的とした団体でないこと。 

5 補助対象事業に係る空き家は、既に耐震性が確保されている、または補助対象事業に係る空き

家の改修等と同時に耐震性の向上を図る補強工事を実施すること。 

6 地域の良好な生活環境の維持および周辺環境との調和に留意した活用を行うこと。 

7 ホームページへの掲載等、市の広報において事例として紹介することについて了承すること。 

8 補助事業の完了後 10 年を経過する前に、補助事業に係る工事を行った空き家を補助事業以外

の用途に供しないこと。 

9 補助事業の完了後 10 年を経過する前に、補助事業に係る工事を行った空き家の部分について

著しい改修を行わないこと。 

10 補助事業の完了後 10 年を経過する前に、補助対象に係る工事を行った空き家を売却する場

合は、当該売却の日から補助事業の完了後 10 年のうちの残期間について、譲り受ける者が 8 お

よび 9 を遵守する旨を契約書等に明記すること。 

 

 彦根市長  様 

 

                     年   月   日  

 

                  申請者 所 在 地 

                      団 体 名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

                      (電話     －     －     ) 



 様式第 6 号(第 8 条関係) 

年  月  日  

 

 (借主)  住所             

氏名            様 

 

(貸主) 住 所              

氏 名           ㊞  

 

承 諾 書 

 

 今般、私が所有権を有している下記の空き家において、借主が彦根市空き家対策総合支援事業

補助金交付要綱に基づく事業を行うことに関して、何ら異議なく承諾します。 

 

記 

 

物 件 の 所在地  彦 根 市 

構 造 
  

面 積 平方メートル 

 



様式第 7 号(第 10 条関係) 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

彦根市長      印   

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった彦根市空き家対策総合支援事業補助金につい

て、次のとおり交付することに決定したので、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱第

10 条の規定により通知します。 

 

1 事業名      

 

2 補助金交付決定額  金                  円 

 

3 交付の条件 

(1) この補助金は、交付申請書に記載された事業以外に使用してはならない。 

(2) 補助団体は、彦根市補助金等交付規則および彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付

要綱に従わなければならない。 



様式第 8 号(第 10 条関係) 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

彦根市長      印   

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金不交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった彦根市空き家対策総合支援事業補助金につい

て、交付しないことに決定したので、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱第 10 条の規

定により通知します。 

 

事業名 

 

 (理由) 

 



様式第 9 号(第 11 条関係) 

  年  月  日  

 

 彦根市長    様 

                  申請者 所  在  地 

                      団 体 名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

 

 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付(変更・中止)承認申請書 

 

     年  月  日付け 第 号で交付決定の通知があった彦根市空き家対策総合支援事

業補助金について、(補助事業の内容を変更・補助事業を中止)したいので、彦根市空き家対策総

合支援事業補助金交付要綱第 11 条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

1 変更内容 

  (変更前) 

 

 

  (変更後) 

 

 

2 (変更・中止)理由   

 

 

3 関係書類 

(1) 変更後の事業計画書 

 (2) 変更後の収支予算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 



様式第 10 号(第 11 条関係) 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

彦根市長       印   

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付(変更・中止)承認決定通知書 

 

     年  月  日付けで承認申請のあった彦根市空き家対策総合支援事業補助金交

付(変更・中止)承認申請書について、審査の結果、承認しましたので彦根市空き家対策総合支

援事業補助金交付要綱第 11 条の規定により通知します。 

 

 



様式第 11 号(第 11 条関係) 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

彦根市長      印   

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付(変更・中止)不承認決定通知書 

 

     年  月  日付けで承認申請のあった彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付

(変更・中止)承認申請書について、審査の結果、不承認となりましたので彦根市空き家対策総合

支援事業補助金交付要綱第 11 条の規定により通知します。 

 

 

(理由) 



様式第 12 号(第 12 条関係) 

  年  月  日  

 

 彦根市長    様 

 

                  申請者 所  在  地 

                      団 体 名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け 第  号で交付決定の通知があった彦根市空き家対策総合支

援事業補助金について、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱第 12 条の規定により、関

係書類を添えて次のとおり実績を報告します。 

 

1 補助事業完了日       年   月   日 

 

2 補助事業に要した経費  金                  円 

 

3 補助金対象経費     金                  円 

 

4 関係書類 

(1) 事業収支決算書(別記様式第 4 号) 

(2) 補助対象経費に係る工事請負契約書および工事代金領収書の写し 

(3) 補助事業の実施の記録写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 



様式第 13 号(第 13 条関係) 

第     号  

年  月  日  

 

             様 

 

彦根市長       印   

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付額確定通知書 

 

    年  月  日付け 第  号で実績報告のあった彦根市空き家対策総合支援事業補助

金については、次のとおり補助金の額を確定したので、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交

付要綱第 13 条の規定により通知します。 

 

補助金確定額  金                  円 

 

 



様式第 14 号(第 14 条関係) 

  年  月  日  

 

 彦根市長    様 

 

                  申請者 所  在  地 

                      団  体  名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

 

彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付請求書 

 

    年  月  日付け 第  号で額の確定の通知があった彦根市空き家対策総合支

援事業補助金を次のとおり交付されるよう、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱第 1

4 条の規定により請求します。 

 

1 交付確定額  金                  円 

 

2 請求額    金                  円 

  

3 振込先 

金融機関名 
     銀行 ・ 組合          支店 

     農協 ・ 金庫          支所 

預金種別 普通  ・  当座 

口座番号  

口座名義人 
フリガナ 

 

注 1 補助金振込先口座の通帳の写しを添付してください。 

注 2 申請者と口座名義人が異なる場合は、委任状を添付してください。 



様式第 15 号(第 17 条関係) 

年  月  日  

 

彦根市長    様 

 

                  申請者 所  在  地 

                      団  体  名 

                      代 表 者 氏 名              ㊞ 

 

彦根市空き家対策総合支援事業に係る管理活用報告書 

 

    年  月  日付け 第  号で実績報告した、彦根市空き家対策総合支援事業の補

助金の交付を受けて整備した施設等について、彦根市空き家対策総合支援事業補助金交付要綱第

17 条の規定により、    年度の管理活用の実績を次のとおり報告します。 

 

1 施設等の所在地  

 

2 活用の用途 

 

3 事業の実施に関する事項 

事 業 名 

(イベント名) 
具体的な事業内容 

(Ａ)当該事業の 

実施日時 

(Ｂ)従事者の人数 

(Ｃ)受益対象

者の範囲 

(Ｄ)人数 

事業費の金額

(単位：円) 

     

     

注 1 別紙(任意様式)提出も可とする。 

注 2 施設等の写真および事業の実施記録の写真を添付すること。 

 


